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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第13期中 第14期中 第15期中 第13期 第14期

会計期間

自　平成17年
　　11月１日
至　平成18年
　　４月30日

自　平成18年
　　11月１日
至　平成19年
　　４月30日

自　平成19年
　　11月１日
至　平成20年
　　４月30日

自　平成17年
　　11月１日
至　平成18年
　　10月31日

自　平成18年
　　11月１日
至　平成19年
　　10月31日

売上高 (千円) ― 2,655,3322,829,964 ― 5,465,781

経常利益 (千円) ― 664 48,910 ― 65,034

中間(当期)純利益又は
中間純損失(△)

(千円) ― △　2,627 198,616 ― 52,443

純資産額 (千円) ― 914,8811,302,812 ― 969,952

総資産額 (千円) ― 2,298,7012,943,991 ― 2,288,119

１株当たり純資産額 (円) ― 36,979.8652,660.17 ― 39,205.83

１株当たり中間(当期)
純利益又は１株当たり
中間純損失(△)

(円) ― △ 117.978,028.15 ― 2,230.20

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 39.8 44.3 ― 42.4

営業活動による
キャッシュ・フロ―

(千円) ― 78,641 24,796 ― 137,665

投資活動による
キャッシュ・フロ―

(千円) ― △106,751 273,414 ― △113,402

財務活動による
キャッシュ・フロ―

(千円) ― 246,178 104,612 ― 171,581

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) ― 636,8131,017,412 ― 614,589

従業員数 (名) ―
773

〔1,377〕
813

〔1,316〕
―

782
〔1,347〕

(注) １　第14期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しておりますので、それ以前については記載しておりま

せん。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第14期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

４　第14期及び第15期中の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

５　従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の平均雇用人員であります。

　

EDINET提出書類

株式会社ケア２１(E05353)

半期報告書

 2/50



(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第13期中 第14期中 第15期中 第13期 第14期

会計期間

自　平成17年
　　11月１日
至　平成18年
　　４月30日

自　平成18年
　　11月１日
至　平成19年
　　４月30日

自　平成19年
　　11月１日
至　平成20年
　　４月30日

自　平成17年
　　11月１日
至　平成18年
　　10月31日

自　平成18年
　　11月１日
至　平成19年
　　10月31日

売上高 (千円) 2,588,5792,655,0632,827,7475,291,4185,463,747

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) △71,617 5,139 50,305 △97,480 70,814

中間(当期)純利益又は
中間(当期)純損失(△)

(千円) △94,876 1,864 195,041△37,400 58,293

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 546,950 633,365 633,365 546,950 633,365

発行済株式総数 (株) 21,740 24,740 24,740 21,740 24,740

純資産額 (千円) 690,831 923,0011,308,715748,306 979,429

総資産額 (千円) 2,109,7982,304,8682,949,0412,155,1292,296,246

１株当たり純資産額 (円) 31,776.96 ― ― 34,420.73 ―

１株当たり中間(当期)
純利益又は中間(当期)
純損失(△)

(円) △4,364.15 ― ― △1,720.37 ―

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 32.7 40.0 44.4 34.7 42.7

営業活動による
キャッシュ・フロ―

(千円) 83,507 ― ― 128,273 ―

投資活動による
キャッシュ・フロ―

(千円) △188,391 ― ― △260,784 ―

財務活動による
キャッシュ・フロ―

(千円) 48,128 ― ― 2,798 ―

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 485,366 ― ― 412,409 ―

従業員数 (名)
733

〔1,610〕
765

〔1,377〕
806

〔1,316〕
750

〔1,543〕
775

〔1,347〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第14期中間会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、持分法を適用した場合の投資利益、１株当た

り純資産額、１株当たり中間（当期）純利益、潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益、営業活動によ

るキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー、現金及び

現金同等物の中間期末（期末）残高については記載しておりません。

３　第13期中及び第13期に係る持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用すべき関連会社が存在

しないため記載しておりません。

４　第13期中及び第13期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、１株当たり中間（当期）純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５　従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の平均雇用人員であります。

　

EDINET提出書類

株式会社ケア２１(E05353)

半期報告書

 3/50



２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に

重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年４月30日現在

事業部門の名称 従業員数(名)

在宅介護事業 483〔1,316〕

施設介護事業 278〔　 ―〕

その他の事業 7〔　 ―〕

管理部門 45〔　 ―〕

合計 813〔1,316〕

(注) １　従業員数は、就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グルー

プへの出向者を含むほか、常用パートを含んでおります。）であります。

２　従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の従業員の状況

平成20年４月30日現在

従業員数(名) 806〔1,316〕

(注) １　従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを含

んでおります。）であります。

２　従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。

　

(3) 労働組合の状況

当社の労働組合は、ＵＩゼンセン同盟日本介護クラフトユニオン　ケア２１分会と称し、ＵＩゼンセ

ン同盟に加盟しております。労働組合との間に特記すべき事項はありません。

　子会社である株式会社サポート２１については労働組合はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間連結会計期間（平成19年11月１日～平成20年４月30日）における我が国経済は、サブプライ

ムローン問題に端を発した米国景気の減速や円高、原油価格をはじめとした原材料価格の上昇など景

気後退の懸念を残したまま推移いたしました。

　介護業界におきましては、急速な高齢化に伴い拡大する介護給付費の抑制が問題となるなか、平成18

年４月に改正された介護保険法の影響を受け、在宅介護事業者にとって厳しい経営環境が続くととも

に、コンプライアンス体制の充実が求められております。

　このような状況の下、当社グループにおきましては、「百年企業へ向けて」のスローガンのもと、コン

プライアンス経営に徹し、経営環境の変化にも柔軟に対応した経営革新やコストダウン及び業務の効

率化を図り、業績の向上に努めてまいりました。

　訪問介護事業におきましては、営業体制をより充実させ、より科学的・効率的に質の高いサービスの

供給体制を確立するとともに、施設介護事業におきましては、より魅力ある施設環境を提供することで

早期満床と満床の維持を図ることで、収益力の向上に注力してまいりました。

　また、名古屋鉄道株式会社の協力のもと名古屋地区へ初めて進出するなど、営業基盤拡大のため新規

出店も積極的に行い、訪問介護事業所を大阪府２店舗、東京都１店舗、兵庫県２店舗、愛知県１店舗、グ

ループホーム兵庫県１店舗の新規出店（申請基準）を行いました。

　なお、当中間連結会計期間末の店舗数は、訪問介護事業所69店舗、訪問看護事業所１店舗、有料老人

ホーム５店舗、グループホーム８店舗、デイサービスセンター３店舗であります。

　また、当中間連結会計期間において、当社が保有する投資有価証券の一部を売却し、325百万円の投資

有価証券売却益を計上しております。

　これらの結果、当中間連結会計期間の連結売上高2,829百万円（前年同期比6.6％増）、連結営業利益

51百万円（前年同期△７百万円）、連結経常利益48百万円（前年同期０百万円）、連結中間純利益198

百万円（前年同期△２百万円）と、増収増益となり、累積損失の解消が図れました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前中間連結会計期間

末に比べ380,599千円増加し、1,017,412千円となりました。各キャッシュ・フローの状況と要因は次の

とおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　当中間連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は、24,796千円（前中間連結会計期間は

78,641千円の獲得）となりました。これは主に、減価償却費42,248千円、売上債権の増加21,239千円等

によるものであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　当中間連結会計期間において投資活動の結果得られた資金は、273,414千円（前中間連結会計期間は

106,751千円の使用）となりました。これは主に、投資有価証券の売却による収入330,385千円、施設開

発等に伴う保証金の差入れによる支出24,491千円等によるものであります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　当中間連結会計期間において財務活動の結果得られた資金は、104,612千円（前中間連結会計期間は

246,178千円の獲得）となりました。これは主に、短期借入金の純減による支出90,000千円、長期借入金

の純増による収入194,964千円等によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 商品仕入実績

当中間連結会計期間における仕入実績を項目別に示すと、次のとおりであります。

　

項目

当中間連結会計期間
(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

仕入高(千円) 前年同期比(％)

福祉用具 12,563 86.3

その他 1,177 396.0

合計 13,740 92.5

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績

当中間連結会計期間における販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。

　

区分

当中間連結会計期間
(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

販売高(千円) 前年同期比(％)

在宅介護サービス

訪問介護 1,667,084 100.9

居宅介護支援 250,623 98.1

訪問看護 3,194 398.3

その他　(注)１ 171,287 91.7

施設介護サービス 735,557 131.5

その他 2,216 825.2

合計 2,829,964 106.6

(注) １　その他とは、訪問介護に付随する福祉用具の販売、福祉用具の貸与及び住宅改修等であります。

２　当中間連結会計期間から事業区分を変更したため、前年同期比較に当たっては前中間連結会計期間分を変更後

の区分に組替えて、行っております。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前中間連結会計期間
(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

大阪府国民健康保険団体連合会 1,268,270 47.8 1,268,059 44.8

東京都国民健康保険団体連合会 466,644 17.6 531,620 18.8

４　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 生産、受注の状況

該当事項はありません。
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３ 【対処すべき課題】

当中間連結会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

　

４ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりであり

ます。

会社名 設備の内容 所在地 出店数
投資額
（千円）

着工年月・完成年月

提出会社

新設介護拠点
（ステーション）

大阪府
大阪狭山市

１ 1,887 平成20年１月

新設介護拠点
（ステーション）

大阪府富田林市 １ 1,606 平成20年１月

新設介護拠点
（ステーション）

兵庫県
神戸市灘区

１ 1,490 平成20年１月

新設介護拠点
（ステーション）

兵庫県
神戸市垂水区

１ 1,773 平成20年２月

新設介護拠点
（ステーション）

東京都板橋区 １ 538 平成20年１月

グループホーム
兵庫県

神戸市兵庫区
１ 24,751 平成20年４月

情報システム構築 本社 ― 12,632平成19年11月～平成20年３月

合計 ― 44,680 ―

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 86,960

計 86,960

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末現在
発行数(株)

(平成20年４月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年７月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 24,740 24,740
大阪証券取引所
ヘラクレス市場

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 24,740 24,740 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成19年11月１日～
平成20年４月30日

― 24,740 ― 633,365 ― 463,365
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(5) 【大株主の状況】

平成20年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

依田　平 大阪府摂津市 3,404 13.75

スターツコーポレーション
株式会社

東京都中央区日本橋3-3-9 3,000 12.12

アズワン株式会社 大阪府大阪市西区江戸堀2-1-27 1,600 6.46

依田　明子 大阪府摂津市 1,200 4.85

ジャフコ・エル弐号投資事業有
限責任組合　無限責任組合員　株
式会社ジャフコ

東京都千代田区丸の内1-8-2 1,140 4.60

依田　雅 大阪府摂津市 538 2.17

ティ・エイチ・シー・ミレニア
ム投資事業有限責任組合　無限
責任組合員　ＭＵハンズオン
キャピタル株式会社

東京都中央区日本橋本町4-8-16 446 1.80

舩倉　光雄 東京都江東区 440 1.77

松下電工株式会社 大阪府門真市門真1048 440 1.77

川合　利幸 静岡県浜松市南区 404 1.63

計 ― 12,612 50.97

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年４月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 24,740 24,723
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 24,740 ― ―

総株主の議決権 ― 24,723 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が17株含まれており、議決権の数か

らは除いております。

　

② 【自己株式等】

平成20年４月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
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２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成19年11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月 ４月

最高（円） 37,650 32,000 31,000 32,400 35,700 31,700

最低（円） 28,010 28,700 27,000 27,000 28,000 29,000

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレス市場における株価を記載しております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年

大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　　なお、前中間連結会計期間（平成18年11月１日から平成19年４月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年11月１日から平成20年４月30日まで）は、改正後の中間

連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　なお、前中間会計期間（平成18年11月１日から平成19年４月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間（平成19年11月１日から平成20年４月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等

規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年11月１日から平成19

年４月30日まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年11月１日から平成19年４月30日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会

計期間（平成19年11月１日から平成20年４月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成

19年11月１日から平成20年４月30日まで）の中間財務諸表について、京都監査法人により中間監査を受

けております。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

① 【中間連結貸借対照表】

前中間連結会計期間末

(平成19年４月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年４月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年10月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

　(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※2 646,813 1,027,412 624,589

　２　売掛金 875,840 915,497 893,154

　３　たな卸資産 16,106 13,503 13,835

　４　繰延税金資産 ― 27,464 18,480

　５　その他 55,822 55,091 59,364

　　　貸倒引当金 △ 8,292 △ 3,345 △ 3,663

　　　流動資産合計 1,586,29069.0 2,035,62469.1 1,605,76070.2

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※1

　　(1) 建物 219,598 204,986 212,353

　　(2) 構築物 1,057 950 1,003

　　(3) 車輌運搬具 ― 2,587 ―

　　(4) 器具備品 80,547 75,448 73,157

　　(5）建設仮勘定 ― 301,20313.1 5,208289,1809.8 ― 286,51412.5

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 97,700 73,299 85,481

　　(2) 電話加入権 9,281 9,281 9,281

　　(3) その他 22,326129,3085.6 21,216103,7963.5 21,771116,5335.1

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 7,500 228,500 7,500

　　(2) 出資金 1 1 1

　　(3) 長期貸付金 ― 208 169

　　(4) 破産更生債権等 5,255 8,648 9,812

　　(5) 長期前払費用 24,020 17,094 15,242

　　(6) 差入保証金 248,485 264,365 246,061

　　(7) 繰延税金資産 ― ― 3,623

　　　　貸倒引当金 △ 3,363281,89912.3△ 3,428515,38917.5△ 3,099279,31012.2

　　　固定資産合計 712,41031.0 908,36630.9 682,35829.8

　　　資産合計 2,298,701100.0 2,943,991100.0 2,288,119100.0
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前中間連結会計期間末

(平成19年４月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年４月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年10月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

　(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 43,159 47,552 43,854

　２　短期借入金 ― ― 90,000

　３　１年内返済予定の
　　　長期借入金

465,455 344,446 345,953

　４　未払金 386,519 366,760 387,308

　５　未払法人税等 25,880 190,013 57,302

　６　前受金 141,570 129,242 131,707

　７　預り金 31,455 12,179 11,973

　８　賞与引当金 6,099 21,701 7,305

　９　その他 7,101 5,120 5,743

　　　流動負債合計 1,107,24148.2 1,117,01637.9 1,081,14847.3

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 264,020 416,108 219,637

　２　繰延税金負債 ― 88,299 ―

　３　その他 12,558 19,754 17,381

　　　固定負債合計 276,57812.0 524,16217.8 237,01810.4

　　　負債合計 1,383,81960.2 1,641,17855.7 1,318,16757.6

　(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 633,36527.5 633,36521.5 633,36527.7

　２　資本剰余金 463,36520.2 463,36515.7 463,36520.3

　３　利益剰余金 △ 181,848△ 7.9 71,8382.4 △ 126,777△ 5.5

　　　株主資本合計 914,88139.8 1,168,56839.7 969,95242.4

Ⅱ　評価・換算差額等

　  　その他有価証券
　　　評価差額金

― 134,2444.6 ―

　　　評価・換算差額等
　　　合計

― ― 134,2444.6 ― ―

　　　純資産合計 914,88139.8 1,302,81244.3 969,95242.4

　　　負債及び純資産合計 2,298,701100.0 2,943,991100.0 2,288,119100.0
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② 【中間連結損益計算書】

前中間連結会計期間

(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 2,655,332100.0 2,829,964100.0 5,465,781100.0

Ⅱ　売上原価 1,897,27271.5 1,994,98070.5 3,891,13271.2

　　　売上総利益 758,05928.5 834,98429.5 1,574,64928.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1 765,31028.8 783,15227.7 1,513,78627.7

　　　営業利益 
　　　又は営業損失(△)

 △ 7,250△ 0.3 51,8311.8 60,8621.1

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 66 68 143

　２　補助金収入 21,536 3,195 25,005

　３　保険金収入 ― 801 ―

　４　その他 1,784 23,3870.9 1,300 5,3660.2 2,958 28,1070.5

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 6,970 6,647 13,036

　２　株式交付費 1,863 ― 1,893

　３　障害者雇用納付金 5,400 ― 7,450

　４　その他 1,238 15,4710.6 1,640 8,2880.3 1,555 23,9350.4

　　　経常利益 664 0.0 48,9101.7 65,0341.2

Ⅵ　特別利益

　１　貸倒引当金戻入益 10,669 90 14,760

　２　社会保険料還付金 6,941 ― 8,177

　３　投資有価証券売却益 ― 17,6110.7 325,385325,47511.5 ― 22,9380.4

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 ※2 2,395 716 3,716

　２　減損損失 ※3 2,192 5,364 5,301

　３　事務所統廃合
　　　整理費用

― 4,5880.2 ― 6,0800.2 295 9,3130.2

　　　税金等調整前
　　　中間(当期)純利益

13,6870.5 368,30513.0 78,6581.4

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

16,314 178,506 48,318

　　　法人税等調整額 ― 16,3140.6 △ 8,816169,6896.0△ 22,10326,2150.5

　　　中間(当期)純利益
　　　又は中間純損失(△)

△ 2,627△ 0.1 198,6167.0 52,4430.9
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間(自　平成18年11月１日　至　平成19年４月30日)

株主資本
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年10月31日残高(千円) ― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額

　新規連結に伴う増加額（千円） 546,950 376,950△ 179,220744,679 744,679

　新株の発行（千円） 86,415 86,415 172,830 172,830

　中間純損失（△）（千円） △ 2,627 △ 2,627 △ 2,627

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円)

633,365 463,365△ 181,848914,881 914,881

平成19年４月30日残高(千円) 633,365 463,365△ 181,848914,881 914,881

　

当中間連結会計期間(自　平成19年11月１日　至　平成20年４月30日)

株主資本
評価・換算

差額等

純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
その他
有価証券
評価差額金

平成19年10月31日残高(千円) 633,365463,365△ 126,777969,952 ― 969,952

中間連結会計期間中の変動額

　中間純利益（千円） 198,616198,616 198,616

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額（純額）
　（千円）

134,244134,244

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円)

198,616198,616134,244332,860

平成20年４月30日残高(千円) 633,365463,36571,8381,168,568134,2441,302,812

　

前連結会計年度(自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日)

株主資本
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年10月31日残高(千円) ― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額

　新規連結に伴う増加額（千円） 546,950 376,950△ 179,220744,679 744,679

　新株の発行（千円） 86,415 86,415 172,830 172,830

　当期純利益（千円） 52,443 52,443 52,443

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

633,365 463,365△ 126,777969,952 969,952

平成19年10月31日残高(千円) 633,365 463,365△ 126,777969,952 969,952
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

前中間連結会計期間

(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動による
　　キャッシュ・フロー

　１　税金等調整前中間(当期)
　　　純利益

13,687 368,305 78,658

　２　減価償却費 43,508 42,248 86,243

　３　貸倒引当金の増加額
　　　又は減少額（△）

△ 14,945 10 △ 19,837

　４　賞与引当金の増加額 6,099 14,396 7,305

　５　受取利息 △ 66 △ 68 △ 143

　６　支払利息 6,970 6,647 13,036

　７　投資有価証券売却益 ― △ 325,385 ―

　８　株式交付費 1,863 ― 1,893

　９　固定資産除却損 2,395 716 3,716

　10　減損損失 2,192 5,364 5,301

　11　売上債権の増加額（△）
　　　又は減少額

7,717 △ 21,239 △ 14,273

　12　たな卸資産の増加額（△）
　　　又は減少額

△ 9,417 331 △ 7,146

　13　仕入債務の増加額
　　　又は減少額（△）

△ 2,744 3,698 △ 2,049

　14　前払費用の増加額（△）
　　　又は減少額

△ 3,974 5,083 △ 6,511

　15　未払金の増加額
　　　又は減少額（△）

20,763 △ 19,719 19,830

　16　前受金の増加額
　　　又は減少額（△）

6,054 △ 2,464 △ 3,809

　17　その他 16,407 2,035 △ 491

　　　　小計 96,511 79,960 161,723

　18　利息の受取額 155 67 232

　19　利息の支払額 △ 7,161 △ 6,943 △ 13,425

　20　法人税等の支払額 △ 10,864 △ 48,288 △ 10,864

　　　営業活動による
　　　キャッシュ・フロー

78,641 24,796 137,665

Ⅱ　投資活動による
　　キャッシュ・フロー

　１　有価証券の償還
　　　による収入

5,000 ― 5,000

　２　投資有価証券の売却
　　　による収入

― 330,385 ―

　３　有形固定資産の取得
　　　による支出

△ 92,300 △ 23,553 △ 96,507

　４　無形固定資産の取得
　　　による支出

△ 20,196 △ 4,252 △ 21,649

　５　貸付による支出 △ 1,127 △ 1,759 △ 2,943

　６　貸付金の回収による収入 937 1,387 2,103

　７　保証金の差入れによる
　　　支出

△ 2,803 △ 24,491 △ 4,636

　８　保証金の返還による収入 5,234 3,023 7,061

　９　その他 △ 1,496 △ 7,325 △ 1,830

　　　投資活動による
　　　キャッシュ・フロー

△ 106,751 273,414 △ 113,402
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前中間連結会計期間

(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ　財務活動による
　　キャッシュ・フロー

　１　短期借入による収入 300,000 600,000 700,000

　２　短期借入金の
　　　返済による支出

△ 300,000 △ 690,000 △ 610,000

　３　長期借入れによる収入 200,000 450,000 300,000

　４　長期借入金の
　　　返済による支出

△ 275,956 △ 255,036 △ 539,841

　５　セール・アンド・リース
　　　バックによる収入

151,167 ― 151,167

　６　株式の発行による収入 170,966 ― 170,936

　７　その他 ― △ 351 △ 682

　　　財務活動による
　　　キャッシュ・フロー

246,178 104,612 171,581

Ⅳ　現金及び現金同等物
　　の増加額

218,068 402,823 195,844

Ⅴ　現金及び現金同等物
　　の期首残高

※1 418,745 614,589 418,745

Ⅵ　現金及び現金同等物
　　の中間期末(期末)残高

※2 636,813 1,017,412 614,589
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間
(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日)

１　連結の範囲に関す
る事項

(1) 連結子会社の数　１社
　連結子会社の名称
　株式会社サポート２１
　当中間連結会計期間より
連結の範囲に含めておりま
す。

(1) 連結子会社の数　１社
　連結子会社の名称
　株式会社サポート２１
 

(1) 連結子会社の数　１社
　連結子会社の名称
　株式会社サポート２１
　当連結会計年度より連結
の範囲に含めております。

(2) 非連結子会社
　該当事項はありません。
　

(2) 非連結子会社
同左

(2) 非連結子会社
同左

２　持分法の適用に関
する事項

関連会社及び非連結子会
社はないため、該当事項は
ありません。
　

同左 同左

３　連結子会社の中間
決算日等に関する
事項

　連結子会社の中間決算日
は、中間連結決算日と一致
しております。
　

同左 　連結子会社の決算日は、連
結決算日と一致しておりま
す。
　

４　会計処理基準に関
する事項

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法
①　有価証券
その他有価証券
時価のないもの
移動平均法に基づ
く原価法
　

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法
①　有価証券
その他有価証券
時価のないもの

同左
 

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法
①　有価証券
その他有価証券
時価のないもの

同左
 

時価のあるもの
中間連結決算日の
市場価格等に基づ
く時価法（評価差
額は、全部純資産
直入法により処理
し、売却原価は、
移動平均法により
算定）　　　　　

②　たな卸資産
商品……個別法によ

る原価法
貯蔵品…最終仕入原

価法

②　たな卸資産
商品……同左
 
貯蔵品…同左

②　たな卸資産
商品……同左
 
貯蔵品…同左

(2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法
①　有形固定資産
定額法
　なお、主な資産耐用年数
は以下のとおりでありま
す。
建物 ５～47年

器具備品 ４～６年

(2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法
①　有形固定資産
平成19年３月31日以前
に取得したもの
法人税法に規定する
旧定額法

平成19年４月１日以降
に取得したもの
法人税法に規定する
定額法

　なお、主な資産耐用年数
は以下のとおりでありま
す。
建物 ５～30年

器具備品 ４～６年

（追加情報）
ⅰ.法人税法の改正に伴
い、平成19年４月１日以
降に取得の有形固定資産
については、改正法人税
法に規定する償却方法に
より、減価償却費を計上
しております。
　　

(2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法
①　有形固定資産
平成19年３月31日以前
に取得したもの
法人税法に規定する
旧定額法

平成19年４月１日以降
に取得したもの
法人税法に規定する
定額法

　なお、主な資産耐用年数
は以下のとおりでありま
す。
建物 ５～30年

器具備品 ４～６年
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日)

４　会計処理基準に関
する事項

 

 

ⅱ.当中間連結会計期間
から平成19年度の法人税
法の改正に伴い、平成19
年３月31日以前に取得し
た有形固定資産について
は、改正前の法人税法に
基づく減価償却の方法の
適用により取得価額の
５％に到達した連結会計
年度の翌連結会計年度よ
り、取得価額の５％相当
額と備忘価額との差額を
５年間にわたり均等償却
し、減価償却費に含めて
計上しております。 
　なお、これによる連結営
業利益、連結経常利益、税
金等調整前中間純利益に
与える影響は軽微であり
ます。　
　  

②　無形固定資産
定額法
　なお、自社利用のソフト
ウェアについては社内に
おける利用可能期間（５
年）に基づいておりま
す。また、定期借地権につ
いては契約期間に基づい
ております。
 

②　無形固定資産
同左

②　無形固定資産
同左

③　長期前払費用
定額法
　

③　長期前払費用
同左

③　長期前払費用
同左

(3) 重要な引当金の計上基
準
①　貸倒引当金
　債権の貸倒れによる
損失に備えるため、一
般債権については、貸
倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権
については個別に回収
可能性を検討し、回収
不能見込額を計上して
おります。
　

(3) 重要な引当金の計上基
準
①　貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基
準
①　貸倒引当金

同左

②　賞与引当金
　従業員に対して支給
する賞与の支出に充て
るため、将来の支給見
込額を計上しておりま
す。
　

②　賞与引当金
同左

②　賞与引当金
同左

(4) 重要なリース取引の処
理方法
　リース物件の所有権
が借主に移転すると認
められるもの以外の
ファイナンス・リース
取引については、通常
の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理に
よっております。
　

(4) 重要なリース取引の処
理方法

同左

(4) 重要なリース取引の処
理方法

同左
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日)

４　会計処理基準に関
する事項

 

(5) 重要なヘッジ会計の
方法

①　ヘッジ会計の方法
　金利スワップ取引に
ついて、特例処理の要
件を満たしております
ので、特例処理を採用
しております。
　

(5) 重要なヘッジ会計の
方法

①　ヘッジ会計の方法
同左

(5) 重要なヘッジ会計の
方法

①　ヘッジ会計の方法
同左

　②　ヘッジ手段とヘッジ
　　対象
　　　ヘッジ手段：金利スワ
　　　　　　　　　ップ取引
　　　ヘッジ対象：借入金の
　　　　　　　　　利息
　

　②　ヘッジ手段とヘッジ
　　対象

同左
 

　②　ヘッジ手段とヘッジ
　　対象

同左
 

③　ヘッジ方針
　借入金の金利変動リ
スクを回避する目的で
金利スワップ取引を
行っております。
　

③　ヘッジ方針
同左

③　ヘッジ方針
同左

　④　ヘッジの有効性評価
　　の方法

　特例処理によって
行っている金利スワッ
プ取引については有効
性の評価を省略してお
ります。
　

　④　ヘッジの有効性評価
　　の方法

　同左
 

　④　ヘッジの有効性評価
　　の方法

同左
 

(6) その他中間連結財務諸
表作成のための重要な
事項

消費税等の会計処理
　税抜方式を採用しており
ます。ただし、固定資産に係
る控除対象外消費税は投資
その他の資産の長期前払費
用に計上し、５年間で均等
償却しております。
　

(6) その他中間連結財務諸
表作成のための重要な
事項

消費税等の会計処理
同左

(6) その他連結財務諸表作
成のための重要な事項
　

消費税等の会計処理
同左

５　中間連結キャッ
シュ・フロー計算
書(連結キャッ
シュ・フロー計算
書)における資金
の範囲

　中間連結キャッシュ・フ
ロー計算書における資金
（現金及び現金同等物）
は、手許現金、随時引き出し
可能な預金及び容易に換金
可能であり、かつ、価値の変
動について僅少なリスクし
か負わない取得日から３ヶ
月以内に満期又は償還期限
の到来する短期投資から
なっております。
　

同左 　連結キャッシュ・フロー
計算書における資金（現金
及び現金同等物）は、手許
現金、随時引き出し可能な
預金及び容易に換金可能で
あり、かつ、価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わ
ない取得日から３ヶ月以内
に満期又は償還期限の到来
する短期投資からなってお
ります。
　

(表示方法の変更)

  前中間連結会計期間   当中間連結会計期間
（自　平成18年11月１日 （自　平成19年11月１日
　  至　平成19年４月30日）     至　平成20年４月30日）

―――
 

　(中間連結損益計算書)

　「保険金収入」は、前中間連結会計期間まで営業外収

益の「その他」に含めて表示していましたが、営業外収

益の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。

　なお、前中間連結会計期間における「保険金収入」の

金額は1,311千円であります。
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注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

前中間連結会計期間末
(平成19年４月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年４月30日)

前連結会計年度
(平成19年10月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

111,900千円
　

153,389千円
　

132,771千円
　

※２　有料老人ホーム入居者の一時

金の保全について当社と金融

機関との間で、保証委託契約

を結んでおり、総保証極度額

48,000千円の担保として定期

預金10,000千円を差し入れて

おります。

　

※２　　　　　同左 ※２　　　　　　同左
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(中間連結損益計算書関係)

前中間連結会計期間
(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費用及び金額は次のと

おりであります。

給与手当 232,458千円

地代家賃 124,227千円

賞与引当金
繰入額

6,099千円

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費用及び金額は次のと

おりであります。

給与手当 226,289千円

地代家賃 123,741千円

賞与引当金
繰入額

2,987千円

貸倒引当金
繰入額

2,014千円

 

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費用及び金額は次のと

おりであります。

給与手当 455,704千円

地代家賃 244,642千円

      

※２　固定資産除却損の内訳

長期前払費用 389千円

ソフトウエア 2,005千円

　計 2,395千円

※２　固定資産除却損の内訳

長期前払費用 716千円

　計 716千円

※２　固定資産除却損の内訳

建物 392千円

器具備品 35千円

長期前払費用 1,283千円

ソフトウエア 2,005千円

　計 3,716千円

 

※３　減損損失

当中間連結会計期間において以下の

とおり減損損失を計上いたしまし

た。

用　途 居宅介護事業

種　類 器具備品他

場　所
枚方ステーション
(大阪府枚方市)
他６事業所

 

※３　減損損失

当中間連結会計期間において以下の

とおり減損損失を計上いたしまし

た。

用　途 遊休資産他

種　類 リース資産他

場　所
本社
（大阪府大阪市）
他２事業所

 

※３　減損損失

当連結会計年度において以下のとお

り減損損失を計上いたしました。

　

用　途 居宅介護事業

種　類 器具備品他

場　所
たなべデイサービス
(大阪府大阪市)
他９事業所

 
当社グループは、資産のグルーピン

グを事業所及び管理会計上の事業別

に行っております。７事業所におい

て当初想定していた収益を見込めな

くなったことにともない、減損損失

を認識しております。なお、回収可能

価額を使用価値より測定しておりま

すが、将来キャッシュ・フローに基

づく使用価値がマイナスであるため

回収可能価額はないものとして取り

扱っております。

当社は、資産のグルーピングを事業

所及び管理会計上の事業別に行って

おります。また、遊休資産について

は、個別の資産ごとにグルーピング

しております。遊休資産であるリー

ス資産及び２事業所において、当初

想定していた収益を見込めなくなっ

たことにともない、減損損失を認識

しております。なお、回収可能価額を

使用価値より測定しておりますが、

将来キャッシュ・フローに基づく使

用価値がマイナスであるため回収可

能価額はないものとして取り扱って

おります。また、遊休資産について

は、売却や他への転用が困難である

ため、回収可能価額はないものとし

て取り扱っております。

　

当社グループは、資産のグルーピン

グを事業所及び管理会計上の事業別

に行っております。10事業所におい

て当初想定していた収益を見込めな

くなったことにともない、減損損失

を認識しております。なお、回収可能

価額を使用価値より測定しておりま

すが、将来キャッシュ・フローに基

づく使用価値がマイナスであるため

回収可能価額はないものとして取り

扱っております。

減損損失の金額
 

器具備品 112千円

長期前払費用 1,285千円

リース資産 794千円

合計 2,192千円

減損損失の金額
 

器具備品 150千円

長期前払費用 50千円

リース資産 5,164千円

合計 5,364千円

 

減損損失の金額
 

器具備品 543千円

長期前払費用 1,731千円

リース資産 3,025千円

合計 5,301千円
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間（自　平成18年11月１日　至　平成19年４月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) ― 24,740 ― 24,740

　
（変動事由）
　増加数の内訳は、次のとおりであります。　
　　期首時点において連結財務諸表を作成したことによる増加　　　21,740株
　　第三者割当増資による増加　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,000株

　

２　自己株式に関する事項
　

該当事項はありません。
　
３　新株予約権等に関する事項
　

該当事項はありません。
　
４　配当に関する事項
　

該当事項はありません。
　

当中間連結会計期間（自　平成19年11月１日　至　平成20年４月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 24,740 ― ― 24,740

　
　

２　自己株式に関する事項
　

該当事項はありません。
　
３　新株予約権等に関する事項
　

該当事項はありません。
　
４　配当に関する事項
　

該当事項はありません。
　
前連結会計年度（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) ― 24,740 ― 24,740

　
（変動事由）

　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　期首時点において連結財務諸表を作成したことによる増加　　　21,740株

　　第三者割当増資による増加　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,000株

　

２　自己株式に関する事項
　

該当事項はありません。
　
３　新株予約権等に関する事項
　

該当事項はありません。
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４　配当に関する事項
　

該当事項はありません。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　　 前中間連結会計期間
(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日)

※１　現金及び現金同等物の期首残

高のうち、連結子会社である

株式会社サポート２１の現金

及び現金同等物が、6,335千円

含まれております。

※１　　　　　――― ※１　現金及び現金同等物の期首残

高のうち、連結子会社である

株式会社サポート２１の現金

及び現金同等物が、6,335千円

含まれております。

※２　現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び
預金勘定

646,813千円

預入期間が
３ヶ月を超
える定期預
金

△10,000千円

現金及び
現金同等物

636,813千円

 

※２　現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び
預金勘定

1,027,412千円

預入期間が
３ヶ月を超
える定期預
金

△10,000千円

現金及び
現金同等物

1,017,412千円

※２　現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

624,589千円

預入期間が
３ヶ月を超
える定期預
金

△10,000千円

現金及び
現金同等物

614,589千円
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(リース取引関係)

前中間連結会計期間
(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額、減損損失累
計額相当額及び中間期末残高相当
額

①　リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額、減損損失累
計額相当額及び中間期末残高相当
額

①　リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額、減損損失累
計額相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高
相当額
(千円)

器具
備品

169,14488,3835,42775,333

車輌
運搬具

4,0531,255 ― 2,797

ソフト
ウェア

15,3019,756 ― 5,545

合計 188,49999,3955,42783,676

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高
相当額
(千円)

器具
備品

115,73360,07510,63945,018

車輌
運搬具

4,0531,924 ― 2,128

ソフト
ウェア

12,0038,8261,1532,023

合計 131,78970,82611,79249,170

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

器具
備品

167,55899,4327,35360,772

車輌
運搬具

4,0531,588 ― 2,464

ソフト
ウェア

13,4519,259 ― 4,192

合計 185,063110,2807,35367,429

②　未経過リース料中間期末残高相
当額及びリース資産減損勘定中間
期末残高相当額

１年以内 35,064千円

１年超 58,639千円

合計 93,704千円

リース資産減損勘
定中間期末残高

3,034千円

②　未経過リース料中間期末残高相
当額及びリース資産減損勘定中間
期末残高相当額

１年以内 23,038千円

１年超 35,654千円

合計 58,693千円

リース資産減損勘
定中間期末残高

6,853千円

②　未経過リース料期末残高相当額
及びリース資産減損勘定期末残高
相当額

１年以内 27,817千円

１年超 46,239千円

合計 74,057千円

リース資産減損勘
定期末残高

3,680千円

③　支払リース料、リース資産減損勘
定の取崩額、減価償却費相当額、支
払利息相当額及び減損損失

支払リース料 20,677千円

リース資産減損勘
定の取崩額

1,281千円

減価償却費相当額 15,580千円

支払利息相当額 1,571千円

減損損失 ―千円

③　支払リース料、リース資産減損勘
定の取崩額、減価償却費相当額、支
払利息相当額及び減損損失

支払リース料 16,450千円

リース資産減損勘
定の取崩額

1,605千円

減価償却費相当額 14,086千円

支払利息相当額 1,094千円

減損損失 4,778千円

③　支払リース料、リース資産減損勘
定の取崩額、減価償却費相当額、支
払利息相当額及び減損損失

支払リース料 40,791千円

リース資産減損勘
定の取崩額

2,563千円

減価償却費相当額 32,819千円

支払利息相当額 2,922千円

減損損失 1,926千円

④　減価償却費相当額の算定方法
　　リース期間を耐用年数とし、残存
価格を零とする定額法によってお
ります。

④　減価償却費相当額の算定方法
同左

④　減価償却費相当額の算定方法
同左

⑤　利息相当額の算定方法
　　リース料総額とリース物件の取得
価額相当額の差額を利息相当額と
し、各期への配分方法については、
利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法
同左

⑤　利息相当額の算定方法
同左

２　オペレーティングリース取引
　未経過リース料

１年以内 263,811千円

１年超 4,697,580千円

合計 4,961,392千円

 

２　オペレーティングリース取引
　未経過リース料

１年以内 276,941千円

１年超 4,683,232千円

合計 4,960,174千円

２　オペレーティングリース取引
　未経過リース料

１年以内 263,811千円

１年超 4,565,674千円

合計 4,829,486千円
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(有価証券関係)

前中間連結会計期間末(平成19年４月30日)

　時価評価されていない主な有価証券

　

内容 中間連結貸借対照表計上額(千円)

　　その他有価証券
　　　非上場株式 　　　　　　　　　　　　　　　7,500

計 　　　　　　　　　　　　　　　7,500

　

当中間連結会計期間末(平成20年４月30日)

　その他有価証券で時価のあるもの

　

内容 取得原価(千円)
中間連結貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

　　　株式 2,500 228,500 226,000

計 　　　　　2,500 　　　　228,500 　　　　226,000

（注）従来その他有価証券非上場株式として掲記しておりました㈱エス・エム・エスは、平成20年３月に

東証マザーズに株式を上場いたしましたため、その他有価証券で時価のあるものにしております。

　

前連結会計年度末(平成19年10月31日)

　時価評価されていない主な有価証券

　

内容 連結貸借対照表計上額(千円)

　　その他有価証券
　　　非上場株式 7,500

計 7,500
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(デリバティブ取引関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

　当社の利用しているデリバティブ取引はすべてヘッジ会計を適用しているため、

デリバティブ取引に関する注記を省略しております。

　

当中間連結会計期間
(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

　当社の利用しているデリバティブ取引はすべてヘッジ会計を適用しているため、

デリバティブ取引に関する注記を省略しております。

　

前連結会計年度
(自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日)

　当社の利用しているデリバティブ取引はすべてヘッジ会計を適用しているため、

デリバティブ取引に関する注記を省略しております。

　

(ストック・オプション等関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間
(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

該当事項はありません。

　

前連結会計年度
(自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成18年11月１日　至　平成19年４月30日)

全セグメントの売上高の合計及び営業損失の合計額に占める介護事業の割合が、いずれも90％を超え

るため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

当中間連結会計期間(自　平成19年11月１日　至　平成20年４月30日)

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める介護事業の割合が、いずれも90％を超え

るため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

前連結会計年度(自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日)

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める介護事業の

割合が、いずれも90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成18年11月１日　至　平成19年４月30日)

　在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

当中間連結会計期間(自　平成19年11月１日　至　平成20年４月30日)

　在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

前連結会計年度(自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日)

在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前中間連結会計期間(自　平成18年11月１日　至　平成19年４月30日)

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間(自　平成19年11月１日　至　平成20年４月30日)

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

前連結会計年度(自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日)

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

　

項目
前中間連結会計期間
(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日)

１株当たり純資産額 36,979円86銭 52,660円17銭 39,205円83銭

１株当たり中間(当期)
純利益又は中間純損失
(△)

△117円97銭 8,028円15銭 2,230円20銭

　なお、潜在株式調整後1株
当たり中間純利益について
は、１株当たり中間純損失
であり、また、潜在株式が存
在しないため記載しており
ません。

　なお、潜在株式調整後1株
当たり中間純利益について
は、潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。
　

　なお、潜在株式調整後1株
当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。
　

　
(注)　１株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失の算定上の基礎は、次のとおりであります。

前中間連結会計期間
(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日)

中間(当期)純利益又は
中間純損失(△)(千円)

△2,627 198,616 52,443

普通株主に帰属しない
金額(千円)

― ― ―

普通株式に係る中間(当
期)純利益又は中間純損
失(△)(千円)

△2,627 198,616 52,443

期中平均株式数(株) 22,270 24,740 23,515

　

(重要な後発事象)

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日)

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

前中間会計期間末

(平成19年４月30日)

当中間会計期間末

(平成20年４月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成19年10月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※2 645,530 1,024,988 620,634

　２　売掛金 875,692 915,085 892,697

　３　たな卸資産 15,888 13,301 13,697

　４　繰延税金資産 ― 27,464 18,480

　５　その他 54,256 53,682 62,594

　　　貸倒引当金 △ 8,288 △ 3,344 △ 3,660

　　　流動資産合計 1,583,07868.7 2,031,17868.9 1,604,44469.9

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※1

　　(1) 建物 219,598 204,986 212,353

　　(2) 構築物 1,057 950 1,003

　　(3) 車輌運搬具 ― 2,587 ―

　　(4) 器具備品 79,927 74,944 72,601

　　(5) 建設仮勘定 ― 5,208 ―

　　　有形固定資産合計 300,582 288,676 285,957

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 97,700 73,299 85,481

　　(2) 電話加入権 9,281 9,281 9,281

　　(3) その他 22,326 21,216 21,771

　　　無形固定資産合計 129,308 103,796 116,533

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 7,500 228,500 7,500

　　(2) 関係会社株式 10,000 10,000 10,000

　　(3) 出資金 1 1 1

　　(4) 長期貸付金 ― 5,208 169

　　(5) 破産更生債権等 5,255 8,648 9,812

　　(6) 長期前払費用 24,020 17,094 15,242

　　(7) 差入保証金 248,485 264,365 246,061

　　(8）繰延税金資産 ― ― 3,623

　　　貸倒引当金 △ 3,363 △ 3,428 △ 3,099

　　　投資損失引当金 ― △ 5,000 ―

　　　投資その他の資産
　　　合計

291,899 525,389 289,310

　　　固定資産合計 721,79031.3 917,86231.1 691,80230.1

　　　資産合計 2,304,868100.0 2,949,041100.0 2,296,246100.0
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前中間会計期間末

(平成19年４月30日)

当中間会計期間末

(平成20年４月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成19年10月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 42,943 47,146 43,565

　２　短期借入金 ― ― 90,000

　３　一年内返済予定の
　　　長期借入金

465,455 344,446 345,953

　４　未払金 385,030 366,379 386,351

　５　未払法人税等 25,857 189,977 57,226

　６　前受金 141,570 129,242 131,707

　７　預り金 31,231 12,149 11,945

　８　賞与引当金 6,099 21,701 7,305

　９　その他 7,101 5,120 5,743

　　　流動負債合計 1,105,28948.0 1,116,16337.8 1,079,79847.0

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 264,020 416,108 219,637

　２　繰延税金負債 ― 88,299 ―

　３　その他 12,558 19,754 17,381

　　　固定負債合計 276,57812.0 524,16217.8 237,01810.3

　　　負債合計 1,381,86760.0 1,640,32555.6 1,316,81657.3

 (純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 633,36527.4 633,36521.5 633,36527.6

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 463,365 463,365 463,365

　　　　資本剰余金合計 463,36520.1 463,36515.7 463,36520.2

　３　利益剰余金

　　(1) その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 △ 173,728 77,741 △ 117,300

　　　　利益剰余金合計 △ 173,728△ 7.5 77,7412.6 △ 117,300△ 5.1

　　　株主資本合計 923,00140.0 1,174,47139.8 979,42942.7

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券
　　　評価差額金

― 134,244 ―

　　　評価・換算差額等
　　　合計

― ― 134,2444.6 ― ―

　　　純資産合計 923,00140.0 1,308,71544.4 979,42942.7

　　　負債及び純資産合計 2,304,868100.0 2,949,041100.0 2,296,246100.0
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② 【中間損益計算書】

前中間会計期間

(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

当中間会計期間

(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 2,655,063100.0 2,827,747100.0 5,463,747100.0

Ⅱ　売上原価 1,897,09771.5 1,993,79470.5 3,890,18271.2

　　　売上総利益 757,96628.5 833,95229.5 1,573,56428.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 759,54128.6 778,77527.5 1,502,62527.5

　　　営業利益又は
　　　営業損失(△)

△ 1,574△ 0.1 55,1772.0 70,9391.3

Ⅳ　営業外収益 ※1 22,1850.8 3,4150.1 23,8100.4

Ⅴ　営業外費用 ※2 15,4710.5 8,2880.3 23,9350.4

　　　経常利益 5,1390.2 50,3051.8 70,8141.3

Ⅵ　特別利益 ※3 17,6110.7 325,47511.5 22,9380.4

Ⅶ　特別損失
※4
 ※5 

4,5880.2 11,0800.4 9,3130.2

　　　税引前中間(当期)
　　　純利益

18,1620.7 364,70012.9 84,4381.5

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

16,297 178,476 48,248

　　　法人税等調整額 ― 16,2970.6 △ 8,816169,6596.0△ 22,10326,1450.5

　　　中間(当期)純利益 1,8640.1 195,0416.9 58,2931.0
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成18年11月１日　至　平成19年４月30日)

項目

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年10月31日残高(千円) 546,950 376,950△ 175,593 748,306 748,306

中間会計期間中の変動額

　新株の発行(千円) 86,415 86,415 172,830 172,830

　中間純利益(千円) 1,864 1,864 1,864

中間会計期間中の変動額合計(千円) 86,415 86,415 1,864 174,694 174,694

平成19年４月30日残高(千円) 633,365 463,365△ 173,728 923,001 923,001

　

当中間会計期間(自　平成19年11月１日　至　平成20年４月30日)

項目

株主資本
評価・換算

差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金資本準備金

その他

利益剰余金

繰越利益剰余金

平成19年10月31日残高(千円) 633,365463,365△ 117,300979,429 ― 979,429

中間会計期間中の変動額

　中間純利益(千円) 195,041195,041 195,041

　株主資本以外の項目の中間会計
  期間中の変動額（純額）(千円）

134,244134,244 

中間会計期間中の変動額合計(千円) 195,041195,041134,244329,285

平成20年４月30日残高(千円) 633,365463,365 77,7411,174,471134,2441,308,715

　

前事業年度(自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日)

項目

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年10月31日残高(千円) 546,950 376,950△ 175,593 748,306 748,306

事業年度中の変動額

　新株の発行(千円) 86,415 86,415 172,830 172,830

　当期純利益(千円) 58,293 58,293 58,293

事業年度中の変動額合計(千円) 86,415 86,415 58,293 231,123 231,123

平成19年10月31日残高(千円) 633,365 463,365△ 117,300 979,429 979,429

　

EDINET提出書類

株式会社ケア２１(E05353)

半期報告書

36/50



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

前事業年度
(自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日)

１　資産の評価基準及
び評価方法

(1)　子会社株式
　移動平均法に基づく原価
法

(1)　子会社株式
同左

(1)　子会社株式
同左

(2)　有価証券
　 その他有価証券
　　 時価のないもの

 移動平均法に基づ
 く原価法

(2)　有価証券
　 その他有価証券
　　 時価のないもの

同左
　　

　 　時価のあるもの
　 　 中間決算日の市場
　　　価格等に基づく時
　　  価法（評価差額は、
　　　全部純資産直入法
　　　により処理し、売
　　　却原価は、移動平
　　　均法により算定）

(2)　有価証券
　 その他有価証券
　　 時価のないもの

同左
 

(3)　たな卸資産
　商品　個別法による原価法

(3)　たな卸資産
　商品　　同左

(3)　たな卸資産
　商品　　同左

　貯蔵品　最終仕入原価法 　貯蔵品　同左 　貯蔵品　同左

２　固定資産の減価償
却の方法

(1)　有形固定資産
　定額法
　なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。
建物 ５～47年

器具備品 ４～６年

(1)　有形固定資産
平成19年３月31日以前に取
得したもの
法人税法に規定する旧定
額法
平成19年４月１日以降に取
得したもの
法人税法に規定する定額
法
　なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。
建物 ５～30年

器具備品 ４～６年

(追加情報)
ⅰ.法人税法の改正に伴い、
平成19年４月１日以降に取
得の有形固定資産について
は、改正法人税法に規定す
る償却方法により、減価償
却費を計上しております。
ⅱ.当中間会計期間から、平
成19年度の法人税法の改正
に伴い、平成19年３月31日
以前に取得した有形固定資
産については、改正前の法
人税法に基づく減価償却の
方法の適用により取得価額
の５％に到達した会計年度
の翌会計年度より、取得価
額の５％相当額と備忘価額
との差額を５年間にわたり
均等償却し、減価償却費に
含めて計上しております。
　なお、これによる営業利
益、経常利益、税引前中間当
期純利益に与える影響は軽
微であります。　

(1)　有形固定資産
平成19年３月31日以前に取
得したもの
法人税法に規定する旧定
額法
平成19年４月１日以降に取
得したもの
法人税法に規定する定額
法
　なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。
建物 ５～30年

器具備品 ４～６年

(会計方針の変更)
　法人税法の改正に伴い、平
成19年４月１日以降に取得
の固定資産については、改
正法人税法に規定する償却
方法により、減価償却費を
計上しております。
　なお、この変更に伴う営業
利益、経常利益、税引前当期
純利益に与える影響は軽微
であります。
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項目
前中間会計期間

(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

前事業年度
(自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日)

２　固定資産の減価償
却の方法

 

(2)　無形固定資産 
　定額法 
　なお、自社利用のソフト
ウェアについては社内にお
ける利用可能期間（５年）
に基づいております。また、
定期借地権については契約
期間に基づいております。

(2)　無形固定資産
　　　　同左

(2)　無形固定資産
　　　　同左

 

(3)　長期前払費用 　
　定額法
 

(3)　長期前払費用
　　　　 同左
 

(3)　長期前払費用
　　　　 同左
 

３　引当金の計上基準 
 

(1)　貸倒引当金 
　債権の貸倒れによる損失
に備えるため、一般債権に
ついては、貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しておりま
す。

(1)　貸倒引当金
　　　　 同左

(1)　貸倒引当金
　　　　 同左

(2)　賞与引当金
　従業員に対して支給する
賞与の支出に充てるため、
将来の支給見込額を計上し
ております。
（追加情報）
　当中間会計期間に報奨制
度を設け業績連動型賞与を
採用したため、当社所定の
支払見込額を賞与引当金と
して計上しております。

(2)　賞与引当金
　従業員に対して支給する
賞与の支出に充てるため、
将来の支給見込額を計上し
ております。
 
 

(2)　賞与引当金
　従業員に対して支給する
賞与の支出に充てるため、
将来の支給見込額を計上し
ております。
（追加情報）
　当事業年度に報奨制度を
設け業績連動型賞与を採用
したため、当社所定の支払
見込額を賞与引当金として
計上しております。

(3)　投資損失引当金
　関係会社に対する投資の
損失に備えるため財政状態
等を勘案し、必要と認めた
額を計上しております。
（追加情報）
　当中間会計期間から、関係
会社への投資に係る損失に
備えるため、当該会社の財
政状態及び回収可能性等を
勘案して投資損失引当金を
計上しております。
　これにより、特別損失が
5,000千円増加し、税引前中
間純利益は同額減少してお
ります。

４　リース取引の処理
方法

 

　リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によって
おります。

同左

 
同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

前事業年度
(自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日)

５　ヘッジ会計の方法 (1)　ヘッジ会計の方法
　金利スワップ取引につい
て、特例処理の要件を満た
しておりますので、特例処
理を採用しております。

(1)　ヘッジ会計の方法
同左

(1)　ヘッジ会計の方法
同左

(2)　ヘッジ手段とヘッジ対
象

　ヘッジ手段：金利スワッ
プ取引

　ヘッジ対象：借入金の利
息

(2)　ヘッジ手段とヘッジ対
象

同左

(2)　ヘッジ手段とヘッジ対
象

同左

(3)　ヘッジ方針
　借入金の金利変動リスク
を回避する目的で金利ス
ワップ取引を行っておりま
す。

(3)　ヘッジ方針
同左

(3)　ヘッジ方針
同左

(4)　ヘッジの有効性評価
　　の方法
　特例処理によっている金
利スワップ取引については
有効性の評価を省略してお
ります。
 

(4)　ヘッジの有効性評価
　　の方法

同左
 
 
 
 

(4)　ヘッジの有効性評価
　　の方法

同左
 
 
 
 

６　その他中間財務諸
表（財務諸表）作成の
ための基本となる重要
な事項

消費税等の会計処理 
　税抜方式を採用しており
ます。ただし、固定資産に係
る控除対象外消費税は投資
その他の資産の長期前払費
用に計上し、５年間で均等
償却しております。

　　消費税等の会計処理
同左

　　消費税等の会計処理
同左

　

　

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
　　（自　平成18年11月１日
　　　至　平成19年４月30日）

当中間会計期間
　　（自　平成19年11月１日
　　　至　平成20年４月30日）

前事業年度
　　（自　平成18年11月１日
　　　至　平成19年10月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　平成17年

12月９日　企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会　平成17年12月９日

　企業会計基準適用指針第８号）を適

用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金

額は923,001千円であります。 

　なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における貸借対

照表の純資産の部については、改正後

の中間財務諸表等規則により作成し

ております。

――― ―――
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

前中間会計期間末
(平成19年４月30日)

当中間会計期間末
(平成20年４月30日)

前事業年度末
(平成19年10月31日)

※　１　有形固定資産の減価償却累計

額

111,890千円

※　２　有料老人ホーム入居者の一時

金の保全について当社と金

融機関との間で、保証委託契

約を結んでおり、総保証極度

額48,000千円の担保として

定期預金10,000千円を差し

入れております。

※　１　有形固定資産の減価償却累計

額

153,263千円

※　２　　　　　同左

※　１　有形固定資産の減価償却累計

額

132,698千円

※　２　　　　　同左
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(中間損益計算書関係)

前中間会計期間
(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

前事業年度
(自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日)

※　１　営業外収益の主要項目

受取利息 64千円

受取手数料 150千円

保険金収入 1,311千円

補助金収入 20,378千円

※　１　営業外収益の主要項目

受取利息 141千円

受取手数料 215千円

保険金収入 801千円

補助金収入 1,300千円

※　１　営業外収益の主要項目

受取利息 194千円

受取手数料 442千円

保険金収入 1,925千円

補助金収入 20,699千円

※　２　営業外費用の主要項目

支払利息 6,970千円

株式交付費 1,863千円

障害者雇用
納付金

5,400千円

※　２　営業外費用の主要項目

支払利息 6,647千円

※　２　営業外費用の主要項目

支払利息 13,036千円

株式交付費 1,893千円

障害者雇用
納付金

7,450千円

※　３　特別利益の主要項目
貸倒引当金
戻入益

10,669千円

社会保険料
還付金

6,941千円

※　３　特別利益の主要項目
投資有価
証券売却益

325,385千円

※　３　特別利益の主要項目
貸倒引当金
戻入益

14,760千円

社会保険料
還付金

8,177千円

※　４　特別損失の主要項目
長期前払
費用除却損

389千円

ソフトウェア
除却損

2,005千円

減損損失 2,192千円

※　４　特別損失の主要項目
長期前払
費用除却損

716千円

減損損失 5,364千円

投資損失引当
金繰入額

5,000千円

※　４　特別損失の主要項目

建物除却損 392千円

器具備品除却
損

35千円

長期前払費用
除却損

1,283千円

ソフトウェア
除却損

2,005千円

減損損失 5,301千円

事業所統廃合
整理費用

295千円

※　５　減損損失
当中間会計期間において以下のとお
り減損損失を計上いたしました。

 用　途 居宅介護事業

 種　類 器具備品他

 場　所
枚方ステーション
(大阪府枚方市)
他６事業所

当社は、資産のグルーピングを事業所
及び管理会計上の事業別に行ってお
ります。７事業所において当初想定し
ていた収益を見込めなくなったこと
にともない、減損損失を認識しており
ます。なお、回収可能価額を使用価値
より測定しておりますが、将来キャッ
シュフローに基づく使用価値がマイ
ナスであるため回収可能価額はない
ものとして取り扱っております。

※　５　減損損失
当中間会計期間において以下のとお
り減損損失を計上いたしました。

 用　途 遊休資産他

 種　類 リース資産他

 場　所
本社
（大阪府大阪市)
他２事業所

当社は、資産のグルーピングを事業所
及び管理会計上の事業別に行ってお
ります。また、遊休資産については、個
別の資産ごとにグルーピングしてお
ります。遊休資産であるリース資産及
び２事業所において、当初想定してい
た収益を見込めなくなったことにと
もない、減損損失を認識しておりま
す。なお、回収可能価額を使用価値よ
り測定しておりますが、将来キャッ
シュフローに基づく使用価値がマイ
ナスであるため回収可能価額はない
ものとして取り扱っております。ま
た、遊休資産については売却や他への
転用が困難であるため、回収可能価額
はないものとして取り扱っておりま
す。
　

※　５　減損損失
当会計期間において以下のとおり減
損損失を計上いたしました。

 用　途 居宅介護事業

 種　類 器具備品他

 場　所
たなべデイサービス
(大阪府大阪市)
他９事業所

当社は、資産のグルーピングを事業所
及び管理会計上の事業別に行ってお
ります。10事業所において当初想定し
ていた収益を見込めなくなったこと
にともない、減損損失を認識しており
ます。なお、回収可能価額を使用価値
より測定しておりますが、将来キャッ
シュフローに基づく使用価値がマイ
ナスであるため回収可能価額はない
ものとして取り扱っております。

減損損失の金額

器具備品 112千円

長期前払費用 1,285千円

リース資産 794千円

合計 2,192千円

減損損失の金額

器具備品 150千円

長期前払費用 50千円

リース資産 5,164千円

合計 5,364千円

減損損失の金額

器具備品 543千円

長期前払費用 1,731千円

リース資産 3,025千円

合計 5,301千円
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前中間会計期間
(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

前事業年度
(自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日)

　　６　減価償却実施額

有形固定資産20,727千円

無形固定資産17,423千円

　　６　減価償却実施額

有形固定資産20,830千円

無形固定資産16,989千円

　　６　減価償却実施額

有形固定資産42,261千円

無形固定資産34,316千円

　

(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間（自　平成18年11月１日　至　平成19年４月30日）

１　発行済株式に関する事項
　

中間連結財務諸表を作成しているため、記載は省略しております。

　
２　自己株式に関する事項
　

該当事項はありません。

　
３　新株予約権等に関する事項
　

中間連結財務諸表を作成しているため、記載は省略しております。

　
４　配当に関する事項
　

中間連結財務諸表を作成しているため、記載は省略しております。

　

当中間会計期間（自　平成19年11月１日　至　平成20年４月30日）

１　発行済株式に関する事項
　

中間連結財務諸表を作成しているため、記載は省略しております。

　
２　自己株式に関する事項
　

該当事項はありません。

　
３　新株予約権等に関する事項
　

中間連結財務諸表を作成しているため、記載は省略しております。

　
４　配当に関する事項
　

中間連結財務諸表を作成しているため、記載は省略しております。

　

前事業年度（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

１　発行済株式に関する事項
　

連結財務諸表を作成しているため、記載は省略しております。

　
２　自己株式に関する事項
　

該当事項はありません。

　
３　新株予約権等に関する事項
　

連結財務諸表を作成しているため、記載は省略しております。

　
４　配当に関する事項
　

連結財務諸表を作成しているため、記載は省略しております。
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(リース取引関係)

前中間会計期間
(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

前事業年度
(自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び中間期末残高相当額

　

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高
相当額
(千円)

器具
備品

169,14488,3835,42775,333

車輌
運搬具

4,0531,255 ― 2,797

ソフト
ウェア

15,3019,756 ― 5,545

合計 188,49999,3955,42783,676

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び中間期末残高相当額

　

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高
相当額
(千円)

器具
備品

115,73360,07510,63945,018

車輌
運搬具

4,0531,924 ― 2,128

ソフト
ウェア

12,0038,8261,1532,023

合計 131,78970,82611,79249,170

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び期末残高相当額

　

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

器具
備品

167,55899,4327,35360,772

車輌
運搬具

4,0531,588 ― 2,464

ソフト
ウェア

13,4519,259 ― 4,192

合計 185,063110,2807,35367,429

②　未経過リース料中間期末残高相当

額及びリース資産減損勘定中間期

末残高相当額

１年以内 35,064千円

１年超 58,639千円

合計 93,704千円

リース資産減損勘

定中間期末残高

 

3,034千円

②　未経過リース料中間期末残高相当

額及びリース資産減損勘定中間期

末残高相当額

１年以内 23,038千円

１年超 35,654千円

合計 58,693千円

リース資産減損勘

定中間期末残高

 

6,853千円

②　未経過リース料期末残高相当額及

びリース資産減損勘定期末残高相

当額

１年以内 27,817千円

１年超 46,239千円

合計 74,057千円

リース資産減損勘

定期末残高

 

3,680千円

③　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、支

払利息相当額及び減損損失

支払リース料 20,667千円

リース資産減損勘

定の取崩額
1,281千円

減価償却費相当額 15,580千円

支払利息相当額 1,571千円

減損損失 ―千円

③　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、支

払利息相当額及び減損損失

支払リース料 16,450千円

リース資産減損勘

定の取崩額
1,605千円

減価償却費相当額 14,086千円

支払利息相当額 1,094千円

減損損失 4,778千円

③　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、支

払利息相当額及び減損損失

支払リース料 40,791千円

リース資産減損勘

定の取崩額
2,563千円

減価償却費相当額 32,819千円

支払利息相当額 2,922千円

減損損失 1,926千円

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価

格を零とする定額法によっており

ます。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左
 

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得

価額相当額の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

同左

２　オペレーティングリース取引

　未経過リース料

１年以内 263,811千円

１年超 4,697,580千円

合計 4,961,392千円

２　オペレーティングリース取引

　未経過リース料

１年以内 276,941千円

１年超 4,683,232千円

合計 4,960,174千円

２　オペレーティングリース取引

　未経過リース料

１年以内 263,811千円

１年超 4,565,674千円

合計 4,829,486千円
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(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成19年４月30日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

当中間会計期間末(平成20年４月30日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

前事業年度末(平成19年10月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　
　
(１株当たり情報)

中間連結財務諸表を作成しているため、記載は省略しております。

　

(重要な後発事象)

前中間会計期間
（自　平成18年11月１日
　至　平成19年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年11月１日
　至　平成20年４月30日）

前事業年度
（自　平成18年11月１日
　至　平成19年10月31日）

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

（１）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第14期(自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日)平成20年１月30日近畿財務局長に提
出。

　

（２）有価証券報告書の訂正報告書

訂正報告書（上記（１）有価証券報告書の訂正報告書）を平成20年３月31日近畿財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年７月27日

株式会社ケア21

取締役会　御中

京　都　監　査　法　人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　山　　本　　眞　　吾　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　高　　井　　晶　　治　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ケア21の平成18年11月１日から平成19年10月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平

成18年11月１日から平成19年４月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連

結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を

行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社ケア21及び連結子会社の平成19年４月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間(平成18年11月１日から平成19年４月30日まで)の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 (※)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年７月28日

株式会社ケア21

取締役会　御中

京　都　監　査　法　人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　山　　本　　眞　　吾　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　高　　井　　晶　　治　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ケア21の平成19年11月１日から平成20年10月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間(平成19年11月１日から平成20年４月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社ケア21及び連結子会社の平成20年４月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間(平成19年11月１日から平成20年４月30日まで)の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 (※)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年７月27日

株式会社ケア21

取締役会　御中

京　都　監　査　法　人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　山　　本　　眞　　吾　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　高　　井　　晶　　治　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ケア21の平成18年11月１日から平成19年10月31日までの第14期事業年度の中間会計期間(平成

18年11月１日から平成19年４月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及

び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ケア21の平成19年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

(平成18年11月１日から平成19年４月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 (※)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年７月28日

株式会社ケア21

取締役会　御中

京　都　監　査　法　人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　山　　本　　眞　　吾　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　高　　井　　晶　　治　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ケア21の平成19年11月１日から平成20年10月31日までの第15期事業年度の中間会計

期間(平成19年11月１日から平成20年４月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ケア21の平成20年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

(平成19年11月１日から平成20年４月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 (※)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。
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